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別表 (リスク分担表) 

種  類 内   容 
負担者 

甲 乙 

物価・金利変動 物価・金利の変動に伴う経費の増加又は収入の減少  ○ 

税制・法令改正 施設の管理運営に直接関係する制度改正等による経

費の増加又は収入の減少 
○  

上記以外の改正等による経費の増加又は収入の減少  ○ 

その他の制度変

更 

指定管理者制度に直接関係する条例、規則等の改正そ

の他の制度変更等による経費の増加又は収入の減少 
○  

上記以外の条例、規則等の改正その他の制度変更等に

よる経費の増加又は収入の減少 
 ○ 

資金調達 資金調達ができなくなったことによる維持管理業務

の中断等 
 ○ 

需要変動 需要変動による収入の減少  ○ 

業務内容の変更 行政上の理由による業務内容の変更に伴う経費の増

加 
○  

乙の提案に基づく指定期間中途の業務内容の変更に

伴う経費の増加 
 ○ 

不可抗力 不可抗力に伴う施設・設備の復旧経費 ○  

不可抗力に伴う事業の中断 協議事項 

施設の損壊等に

よる修繕、事業

の中断 

乙の管理瑕疵に基づく施設・設備の損傷に伴う修繕費

用等の増加及びそれに伴う事業の中断等 
 ○ 

乙の管理瑕疵によらない施設・設備の損傷に伴う修繕

費用等で１件 20万円以上のもの 
○  

乙の管理瑕疵によらない施設・設備の損傷に伴う修繕

費用等で１件 20万円未満のもの 
 ○ 

乙の管理瑕疵によらない施設・設備の損傷に伴う修繕

等に伴う事業の中断等 
協議事項 

許認可等 甲が取得すべき許認可等が取得・更新されないことに

よる事業の中止・延期 
○  

乙が取得すべき許認可等が取得・更新されないことに

よる事業の中止・延期 
 ○ 

第三者への賠償 乙の責めに帰すべき事由により損害を与えた場合  ○ 

上記以外の事由により損害を与えた場合 ○  

引継費用 管理運営の引継ぎに必要な費用  ○ 

注 この表に定める事項で疑義がある場合又は表に定める事項以外の不測のリスクが生じた

場合は、甲乙協議の上、リスク分担を決定する。 

 



【別記１】 

個人情報取扱特記事項 

 

 

（個人情報の保護に関する法令等の遵守） 

第１条 この協定により、札幌市（以下「甲」という。）から指定管理者の指定を受けた者（以

下「乙」という。）は、「個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第 57 号。以下「個

人情報保護法」という。）、個人情報保護委員会が定める「個人情報の保護に関する法律に

ついての事務対応ガイド（行政機関等向け）」（以下「事務対応ガイド」という。）、「札幌市

情報セキュリティポリシー」等に基づき、この個人情報の取扱いに関する特記事項（以下

「特記事項」という。）を遵守しなければならない。 

 （管理体制の整備） 

第２条 乙は、個人情報（個人情報保護法第２条第１項に規定する個人情報をいう。以下同

じ。）の安全管理について、内部における管理体制を構築し、その体制を維持しなければな

らない。 

 （管理責任者及び従業者） 

第３条 乙は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を定め、書面（当該書面に記

載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）により甲に報告しなければならな

い。 

２ 乙は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を変更する場合の手続を定めなけ

ればならない。 

３ 乙は、保護管理者を変更する場合は、事前に書面により甲に申請し、その承認を得なけ

ればならない。 

４ 乙は、従業者を変更する場合は、事前に書面により甲に報告しなければならない。 

５ 保護管理者は、特記事項に定める事項を適切に実施するよう従業者を監督しなければな

らない。 

６ 従業者は、保護管理者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければならない。 

 （取扱区域の特定） 

第４条 乙は、個人情報を取り扱う場所（以下「取扱区域」という。）を定め、業務の着手前

に書面により甲に報告しなければならない。 

２ 乙は、取扱区域を変更する場合は、事前に書面により甲に申請し、その承認を得なけれ

ばならない。 

３ 乙は、甲が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所から持ち出

してはならない。 

 （教育の実施） 

第５条 乙は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記事項における

従業者が遵守すべき事項その他この協定による業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、

従業者全員に対して実施しなければならない。 



２ 乙は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を確立し

なければならない。 

 （守秘義務） 

第６条 乙は、この協定による業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者

に漏らしてはならない。 

２ 乙は、その使用する者がこの協定による業務を処理するに当たって知り得た個人情報を

他に漏らさないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、この協定が終了し、又は解除された後においても、また同様とする。 

４ 乙は、この協定による業務に関わる保護管理者及び従業者に対して、秘密保持に関する

誓約書を提出させなければならない。 

 （委託を行う際の措置） 

第７条 乙は、協定書第 10 条第２項 による承認を得る場合において、個人情報を取り扱う

業務の委託の承認を得ようとする場合には、甲に対して次の事項を明確に記載した書面を

提出しなければならない。 

 (1) 委託先の名称 

 (2) 委託する理由 

 (3) 委託して処理する内容 

 (4) 委託先において取り扱う情報 

 (5) 委託先における安全性及び信頼性を確保する対策 

 (6) 委託先に対する管理及び監督の方法 

２ 乙は、前項の申請に係る書面を甲に対して提出する場合には、委託先が甲指定様式に必

要事項を記載した書類を添付するものとする。 

３ 甲が第１項の規定により承認した場合には、乙は、委託先に対して本協定に基づく一切

の義務を遵守させるとともに、甲に対して委託先の全ての行為及びその結果について責任

を負うものとする。 

４ 甲が第１項の規定により、乙に対して個人情報を取り扱う業務の委託を承諾した場合に

は、乙は、委託先との契約において、委託先に対する管理及び監督の手続及び方法につい

て具体的に規定しなければならない。 

５ 前項に規定する場合において、乙は、委託先の履行状況を管理・監督するとともに、甲

の求めに応じて、その管理・監督の状況を適宜報告しなければならない。 

 （複写、複製の禁止） 

第８条 乙は、この協定による業務を処理するに当たって、甲から提供された個人情報が記

録された資料等を、甲の許諾を得ることなく複写し、又は複製してはならない。 

 （派遣労働者等の利用時の措置） 

第９条 乙は、この協定による業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に

行わせる場合は、正社員以外の労働者に本協定に基づく一切の義務を遵守させなければな

らない。 

２ 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負う

ものとする。 



 （個人情報の管理） 

第 10 条 乙は、この協定による業務において利用する個人情報を保持している間は、事務対

応ガイドに定める各種の安全管理措置を遵守するとともに、次の各号の定めるところによ

り、当該個人情報の管理を行わなければならない。 

 (1) 個人情報を取り扱う事務、個人情報の範囲及び同事務に従事する従業者を明確化し、

取扱規程等を策定すること。 

 (2) 組織体制の整備、取扱規程等に基づく運用、取扱状況を確認する手段の整備、情報漏

えい等事案に対応する体制の整備、取扱状況の把握及び安全管理措置の見直しを行うこと。 

 (3) 従業者の監督・教育を行うこと。 

 (4) 個人情報を取り扱う区域の管理、機器及び電子媒体等の盗難等の防止、電子媒体等の

取扱いにおける漏えい等の防止、個人情報の削除並びに機器及び電子媒体等の廃棄を行う

こと。 

 (5) アクセス制御、アクセス者の識別と認証、外部からの不正アクセス等の防止及び情報

漏えい等の防止を行うこと。 

 （提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第 11 条 乙は、この協定による業務において利用する個人情報について、この協定による業

務以外の目的で利用し、又は第三者へ提供してはならない。 

 （受渡し） 

第 12 条 乙は、甲と乙との間の個人情報の受渡しを行う場合には、甲が指定した手段、日時

及び場所で行うものとする。この場合において、甲は、乙に対して個人情報の預り証の提

出を求め、又は甲が指定する方法による受渡し確認を行うものとする。 

 （個人情報の返還、消去又は廃棄） 

第 13 条 乙は、この協定による業務の終了時に、この協定による業務において利用する個人

情報について、甲の指定した方法により、返還、消去又は廃棄しなければならない。 

２ 乙は、この協定による業務において利用する個人情報を消去又は廃棄する場合は、事前

に消去又は廃棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び処理予定

日を書面により甲に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 乙は、個人情報の消去又は廃棄に際し甲から立会いを求められた場合は、これに応じな

ければならない。 

４ 乙は、前３項の規定により個人情報を廃棄する場合には、当該個人情報が記録された電

磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な措置を講

じなければならない。 

５ 乙は、個人情報を消去し、又は廃棄した場合には、甲に対してその日時、担当者名及び

消去又は廃棄の内容を記録した書面で報告しなければならない。 

 （定期報告及び緊急時報告） 

第 14 条 乙は、甲から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合は、直ちに

報告しなければならない。 

２ 乙は、個人情報の取扱状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなければなら

ない。 



 （監査及び調査） 

第 15 条 甲は、この協定による業務に係る個人情報の取扱いについて、本協定の規定に基づ

き必要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、乙及び委託先に対して、

実地の監査又は調査を行うことができる。 

２ 甲は、前項の目的を達するため、乙に対して必要な情報を求め、又はこの協定による業

務の処理に関して必要な指示をすることができる。 

 （事故時の対応） 

第 16 条 乙は、この協定による業務に関し個人情報の漏えい等の事故（個人情報保護法違反

又はそのおそれのある事案を含む。）が発生した場合は、その事故の発生に係る帰責の有無

にかかわらず、直ちに甲に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生

場所、発生状況等を書面により報告し、甲の指示に従わなければならない。 

２ 乙は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、甲その他の関係者との連絡、

証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、緊

急時対応計画を定めなければならない。 

３ 甲は、この協定による業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に

応じて当該事故に関する情報を公表することができる。 

（特記事項に違反した場合の協定解除及び損害賠償） 

第 17 条 甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたときは、この協定の

解除及び損害賠償の請求をすることができるものとする。 

（注）個人情報の取扱いを伴う業務の実態に即して、適宜必要な事項を追加し、又は不要な

事項を省略するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【別記２】 

情報セキュリティ特記事項 

 

（基本事項） 

第１条 この協定により、札幌市（以下「甲」という。）から指定管理者の指定を受けた者（以

下「乙」という。）は、この協定による業務を行うに当たり、情報資産の取扱いに際し、情報

セキュリティの重要性を認識し、情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざん等から保護するた

め、必要な措置を講じなければならない。 

（定義） 

第２条 この情報セキュリティ特記事項において使用する用語の定義は、次に掲げるとおりと

する。 

(１) 情報セキュリティ 情報資産の機密の保持、正確性及び完全性の維持並びに定められ

た範囲での利用可能な状態を維持することをいう。 

 (２) 行政情報 この協定による業務を行うに当たり、甲から提供された情報及び新たに作

成又は取得した情報（個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）第２条第１

項 に規定する個人情報及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第２条第８項 に規定する特定個人情報（以下こ

れらを「個人情報」という。）を含む。）をいう。 

(３) 情報システム この協定による業務を行うに当たり、ハードウエア、ソフトウエア、

ネットワーク、記録媒体等で構成され、これらの一部又は全体で業務処理を行う仕組みを

いう。 

 (４) 記録媒体 行政情報の記録及び管理に使用される磁気ディスク、磁気テープ、光ディ

スク等をいう。 

(５) 情報資産 行政情報及び情報システムで取り扱う全ての電磁的データをいう。 

（セキュリティ特記事項の遵守） 

第３条 乙は、この協定による業務に係る情報資産の取扱いについては、この情報セキュリテ

ィ特記事項等において定められている情報セキュリティに関する事項を遵守するものとする。 

２ 乙は、この協定による業務履行の必要性により個人情報の取扱いが生じた場合、当該個人

情報に係る個人の権利利益の保護を図るため、個人情報の保護に関する法律の例により適正

に取り扱わなければならない。 

（組織体制） 

第４条 乙は、この協定による業務に係る情報セキュリティに関する組織的な体制として、次

に掲げる事項について書面により明らかにしなければならない。また、内容に変更がある場

合には、乙は速やかに書面により甲へ連絡しなければならない。 

(１) 情報セキュリティに係る責任体制 

(２) 情報資産の取扱部署、責任者及び担当者 

(３) 通常時及び緊急時の連絡体制 

(４) 業務履行場所 



（秘密の保持） 

第５条 乙は、この協定による業務に関して知り得た情報をみだりに他人に知らせ、又は当該

業務以外の目的で使用してはならない。 

２ 乙は、この協定による業務に従事する者に対し、在職中及び退職後においても、この協定

による業務に関して知り得た情報をみだりに他人に知らせ、又は当該業務以外の目的で使用

してはならないことその他情報資産の保護に関して必要な事項を周知徹底するとともに適切

な教育を行うこと。 

３ 乙は前項の実施状況を書面にし、甲に提出すること。 

４ 第１項及び第２項の規定は、この協定が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（業務目的以外の利用等の禁止） 

第６条 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この協定による業務に係る情報資産を当

該業務以外の目的に使用し、又は第三者に提供してはならない。 

（個人データの保存） 

第７条 乙は、この協定による業務によって収集した個人のデータについては、暗号化して保

存しなければならない。 

（複写及び複製の禁止） 

第８条 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この協定による業務に係る情報資産を複

写し、又は複製してはならない。 

（業務履行場所以外への持出禁止） 

第９条 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この協定による業務に係る情報資産を業

務履行場所以外へ持ち出してはならない。 

（厳重な保管及び搬送） 

第 10 条 乙は、この協定による業務に係る情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざんその他の事

故等を防止するため、情報資産の厳重な保管及び搬送に努めなければならない。 

（再委託の禁止） 

第 11 条 乙は、甲の承諾があるときを除き、この協定による情報資産の取扱いを自ら行うもの

とし、その取扱いを第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

２ 乙は、情報資産の取扱いを第三者に委託し、又は請け負わせようとするときは、当該委託

先又は請負先に、この情報セキュリティ特記事項で要求する事項を遵守させなければならな

い。 

（事故発生時の報告義務） 

第 12 条 乙は、この協定による業務に係る情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざんその他の事

故等が生じ、又は生じた可能性があることを知ったときは、速やかに甲に報告し、その指示

に従わなければならない。この協定が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（調査の実施） 

第 13 条 甲は、この協定による業務に係る乙の情報セキュリティの運用状況に関し、必要に応

じて業務履行場所への立入調査等を行うことができるものとする。 

２ 乙は、甲から業務履行場所への立入調査等の申入れがあったときは、特段の理由が認めら

れる場合を除き、協力しなければならない。 



３ 甲は、第１項による業務履行場所への立入調査等による確認の結果、乙による情報セキュ

リティの運用状況に瑕疵を認めたときは、期限を定めて改善を勧告するものとする。 

４ 乙は、前項による改善勧告を受けたときは、この改善勧告に速やかに応じなければならな

い。 

（情報資産の返還又は処分） 

第 14 条 乙は、この協定が終了し、又は解除されたときは、この協定による業務に係る情報資

産を、速やかに甲に返還し、又は漏えいを来さない方法で確実に処分するとともに、速やか

に甲に対し、書面により証明書を提出しなければならない。 

（特記事項に違反した場合の協定解除及び損害賠償） 

第 15 条 甲は、乙がこの情報セキュリティ特記事項に違反していると認めたときは、この協定

の解除及び損害賠償の請求をすることができるものとする。 

（違反事実の公表等） 

第 16 条 乙がこの情報セキュリティ特記事項に違反し、この協定を解除された場合、甲は、乙

の名称及び違反事実を公表することができる。 

（実施責任） 

第 17 条 乙は、乙内における情報資産の情報セキュリティ対策を明確にし、甲が求めた際には

速やかに報告しなければならない。 

（その他） 

第 18 条 乙は、第１条から第 18条までに定めるもののほか、情報資産の適正な管理のために

必要な措置を講じなければならない。 

 

 

 


